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４. 国際基準等を踏まえた総合的な海上安全・環境対策の推進
＜主要事項＞

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

５. 海事振興

(1)

(2)

６. その他（国際機関分担金等）

0

（２）財政投融資計画総括表

0

　○訪日外国人旅行者の受入環境整備を通じた旅客船事業の活性化【観光庁】
　  （訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業）

　検査・監査等執行体制の強化 689

40

  海の日を活用した海事振興の推進

0

92

0

0

0

0

0

11

370

150

80

604

8,513

80

　船員の確保・育成体制の強化 196

内航海運活性化の推進 92

③　浮体式洋上風力発電施設の建造・設置コスト低減等に向けた安全評価手法等の確立

　内航船の省エネ格付け制度の構築

（１）行政経費及び独立行政法人経費
29年度 対前年度

区　　　　　分 予算額 倍　率

（単位：百万円）

30年度
要求額
（Ａ）

1,756

うち優先課題
推進枠

1,756

（Ｂ） （Ａ／Ｂ）

983

海事生産性革命（i-Shipping） 1,152

130①　新船型開発・設計能力の強化(船舶の高度性能評価システムの構築）

610

124

1,152

130

881②　船舶の建造・運航における生産性向上 881

③　自動運航船に関する実証事業 130 130

150

④　海事産業の革新に対応する新たな船舶検査・測度の制度構築 11

海事生産性革命（j-Ocean） 604

①  海洋開発における技術力・国際競争力の強化に向けた支援 370

②  海のドローンの活用による洋上風力発電施設等の操業コストの低減等に向けたガイドライン策定

0

　内航海運の安定的輸送の確保・生産性向上の実現 82

4.40

3.93

21

10

20

次世代を担う海事人材の確保・育成 8,874

1,037

　造船業における人材の確保・育成 90

　独立行政法人海技教育機構経費

　内航旅客船に対する損傷時復原性基準の強化に関する検討 30

0

0

  硫黄酸化物（SOx）の排出削減に向けた取組み 95

　危険物・特殊貨物の海上運送における安全対策

　危険物質及び有害物質を輸送する船舶の事故補償対策 20

　船舶への情報伝達の迅速化 21 0

20

388 0

10

334

0

0

0

  海洋教育推進モデル実証事業 20 11

0

一般会計　　合　計 12,187 9,995 1.22

　○国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経費【総合政策局】 58億円の内数 53億円の内数

282億円の内数 214億円の内数
　○離島航路の確保維持による地域の活性化【総合政策局】
　　（地域公共交通確保維持改善事業）

53,410（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（海事勘定）

対前年度倍率

（Ａ／Ｂ）

1.03

30年度
（Ａ）

55,17214,800

対前年度倍率

（Ａ／Ｂ）

1.15

30年度
（Ａ）

17,000

29年度
（Ｂ）

0

0

 ＜関連事項＞

　○我が国海事関連技術の海外展開の推進【総合政策局】 19億円の内数

　　　

-

-

（単位：百万円）

皆増

29年度
（Ｂ）

88億円の内数 85億円の内数

14億円の内数

-

1,848

自己資金等との合計

21

558

82

10

21

0

7,775

皆増

皆増

皆増

皆増

財政投融資

-

-

-

-

-

皆増

1.14

486

0

0

373

0

0

7,440

176

87

861

14

5

6.99

4.18

1.79

1.89

1.05

1.81

皆増

皆増

1.62

皆増

国際競争力の強化に向けた海事産業の革新（i-Shipping&j-Oceanの戦略的展開）

1.24

1.91

1.83

2.00

1.16

1.14

1.12

1.03

1.20

○ 平成30年度海事局予算概算要求総括表

資金内訳
区 分
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船舶の開発・建造から運航に至る全てのフェーズに ICT を取り入れ、 

① 新船型開発を加速させ、船舶の省エネ性能や静音性能を向上させること（design） 

② 船舶の建造に IoT や AI、自動化技術等を活用して生産性を飛躍的に向上させること（production） 

③ 顧客（海運）にとって船の生涯にわたる高付加価値を追求し、運航の効率性や不稼働を防ぐ優れた 

保守サービスも含め、海運事業者等の運送サービスを向上させること（operation） 

に取り組み、造船の生産性を 50％向上させ、運航では燃料の無駄遣い解消・故障ゼロを目指すととも

に、海事産業全体に革新をもたらす自動運航船の導入に向けた環境整備を進めるなど、「i-Shipping」を

推進し、日本造船の生産増（目標：世界建造シェア 30％）による輸出拡大と地域経済の発展、海運の輸

送効率の向上を図る。 

 

また、中長期的に成長が見込まれる海洋開発分野を舞台に企業間連携の促進、技術開発の継続・強

化、O&M（操業及び保守）主体のプロジェクトへの進出推進のためのファイナンス支援等に順次取り組

むことで、海洋開発分野の船舶の設計、建造から操業に至るまでの幅広い分野における我が国海事産

業の技術力向上等を図る「j-Ocean」を推進し、海洋開発市場の獲得を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 国際競争力の強化に向けた海事産業の革新（i-Shipping＆j-Ocean の戦略的展開） 
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【海事生産性革命（ i-Shipping ）】 

 

（１） 新船型開発・設計能力の強化（船舶の高度性能評価システムの構築） 

要求額 １３０百万円（前年度 １２４百万円） 

 

船舶の省エネ性能や静音性能に対するニーズの高まりに対応するため、船舶の推進性能を決定付

ける実船まわりの水の流れ及び水中騒音を再現する、信頼性の高い数値流体シミュレーション（高度

CFD※）を確立するとともに、国際的な性能評価に係る認証スキームにおいて、高度 CFD を活用可能と

する等の国際基準化を図る。 
※ Computational Fluid Dynamics：複雑な流体の動きや力を計算によって算出、可視化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-3-



 

 

 

（２） 船舶の建造・運航における生産性向上 

要求額 ８８１百万円（前年度 ４８６百万円） 

 

○ 船舶の建造における生産性向上 

ＩｏＴや自動化技術等を活用して生産性を飛躍的に向上させる革新的な生産技術の開発・実用化

に挑戦する事業者を支援することにより、造船業における生産性革命を加速させる。 
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○ 船舶の運航における生産性向上 

海上ブロードバンド通信の進展、情報通信技術の発展を背景に、我が国海運事業者等の運送サ

ービスを向上させることができるIoT等の先進的な技術を用いた先進船舶の研究開発を促進する。 
 

 

90ｓ後半

2.4kbps
432kbps 1Mbps 10Mbps以上

2000ｓ後半 2010～

船舶の
ネット環境

2020～

イリジウム インマルサット

海事産業を取り巻く環境の変化を捉え、国際競争力の更なる向上を図る

海上ブロードバンド通信の発展により運航の革新
が可能

■船と陸の情報通信は文字から画像へ

日本は省エネ性能に優位性があるが、他国も追随

抵抗となる渦を消す
二重反転プロペラ

泡で摩擦を低減する
空気潤滑システム

※15分の動画（125MB)のダウンロードが100時間以上を
要したが、将来は1～2分に短縮

■日本の省エネ技術の例

他国も
追随

■外国における省エ
ネ設備の開発

海事産業における新たな競争力の基軸の必要性 海事産業に影響を与える環境の変化

 

 

 

気象・海象情報と操船、動揺
のデータをリアルタイムで解析

舶用機関等の状態をリアルタ
イムでモニタリング

ＩｏＴやビッグデータの活用により、安全性等を大幅に改善する船舶を実現し、我が国海事産業の船舶に
「新たな付加価値」を与える。

先進船舶技術研究開発事業

技術研究開発の例

船体の予防保全 舶用機器の予防保全 運航の支援

機関状態把握

折損事故の例

最適な航路選定

大型船舶の折損事故の防止

船体負荷把握
（イメージ）

機関等故障による不稼働の回避

荒天回避による安全性の向上

荒天海域の例

船体の負荷をリアルタイム
に把握、解析
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（３） 自動運航船に関する実証事業 

要求額 １３０百万円（新規） 

 

企業による技術開発や国際海事機関（IMO）における国際基準策定の議論が始まっており、導入環境

が整いつつある「自動運航船※ 」について、その 2025 年までの実用化に向けて、自動運航船に関する

技術の実証を行う。 
※ 操船支援・自動化、機関故障の予知・予防、荷役等の船内業務の省力化等を実現するトータルなシステムの呼称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 海事産業の革新に対応する新たな船舶検査・測度の制度構築 

要求額 １１百万円（新規） 

 

IoT など新技術を活用した船舶の検査・測度に対応するため、新たな検査・測度の内容や必要とされ

るシステムについて検討するとともに、受検者のIoTデータを活用した社内試験・自主点検を検査・測度

業務で活用することにより、検査・測度の執行の効率化や受検者の利便性向上を図る。 
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ニーズに対応し、

付加価値をつける
ための技術開発

省エネ型支援船

電気系統の統合制設備

ニーズ例

支援の枠組み

超高電圧用
コンパクト
配電盤

AI型制御システム

実績不足を補う
ための実証試験

実船試験

技術例

対応すべきユーザー（エン
ジニアリング会社、オペ

レータ等）のニーズ

コスト低減

コスト低減

窓口一元化

負荷試験・加速劣化試験

先行する欧州企業
から市場を奪取

• ニーズへの対応を
通じたエンジニア
リング力向上

• 付加価値向上に
よる新しいビジネ
スモデルの確立

成功事例の創出・
積み重ねと共有に
よる海事産業全体

への波及

統合・全体最適化・
コンパクト設計

 

【海事生産性革命（ j-Ocean ）】 

 

（１） 海洋開発における技術力・国際競争力の強化に向けた支援 

要求額 ３７０百万円（新規） 

 

海洋開発分野でユーザーとなる石油会社・エンジニアリング会社が調達先の見直しやコスト削減を進 

める中、パッケージ化や低コスト化をはじめとする付加価値領域におけるユーザーニーズを適切に把

握し、そのニーズに応える製品を日本の技術力を結集して開発する取組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：海洋開発市場の概要】 
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（２） 海のドローンの活用による洋上風力発電施設等の操業コストの低減等に向けたガイドライン策定  

要求額 １５０百万円（新規） 

 

洋上風力発電施設等の操業コストの低減と海のドローン（AUV：Autonomous Underwater Vehicle）に

関する技術の普及促進を図るため、海のドローンを洋上風力発電施設等のメンテナンスに活用するた

めの安全要件等のガイドラインを策定するとともに、最先端の技術をベースとしたプロジェクトの推進に

あわせ、将来の産業界を背負う若手エンジニアの育成に向けた取組みを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 浮体式洋上風力発電施設の建造・設置コスト低減等に向けた安全評価手法等の確立 

要求額 ８０百万円（新規） 

 

浮体式洋上風力発電施設の構造の簡素化等につながる安全設計手法を世界に先駆けて確立し、建

造・設置コストの低減に貢献するとともに、我が国の浮体式洋上風力発電施設に関する技術の普及促

進を図る。 

 

 

 

損傷が発生した場合の安

全性等を確保しつつ、構造

を簡素化するための手法

等を検討 

係留工事の簡素化等に

つながる簡素な係留方

法や安全性の評価方法

を検討 

国際標準を踏まえつつ、構造の簡素化と安

全性の確保を両立する合理的かつ効率的な

安全設計手法をガイドライン化する。 

 

研究開発を通じて蓄積した海のドローンに関する
世界最先端の技術

活用

＜複数同時制御技術＞
送電線、パイプライン

等の破損チェック＜接近観測技術＞

国内の再生可能エネルギーの導入促進、先端技術の世界に先駆けた市場展開、先端技術に
関するプロジェクトを通じた人材育成の枠組み構築等に向けて、安全要件等をガイドライン化

メンテナンスコスト低減等に貢献

3機の海のドローン
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内航海運は、国内貨物輸送の 44％、産業基礎物資輸送の約８割を担う基幹的輸送インフラであるが、

事業基盤が脆弱であり、また、船員と船舶の「２つの高齢化」といった構造的課題を抱えている。 

これらの課題の解消を含め、内航海運が将来にわたって「安定的輸送の確保」、「生産性の向上」を

実現するために必要な施策について「内航未来創造プラン」（平成 29 年 6 月）がとりまとめられたところ

であり、同プラン等に基づく施策の推進のため、必要な調査等を実施する。 

 

（１） 内航海運の安定的輸送の確保・生産性向上の実現 

要求額 ８２百万円（前年度 ２１百万円） 

 

○ 船舶管理事業者登録制度の創設 

国土交通大臣による船舶管理事業者の登録制度の創設（平成 30 年度）にあわせ、制度の運用

開始に必要な調査等を行う。 

 

        ＜船舶管理会社活用のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ モーダルシフトに資するフェリー等の利用情報の一括情報検索システムの構築 

荷主が海上運送を利用しやすいよう、フェリー、RORO 船等の船種共通で運航ダイヤ等の利用

情報を提供するシステムを構築するための実証実験を行い、その効果を検証の上、本格運用に向

けた検討を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 内航海運活性化の推進 
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○ 船員の労働時間の適正管理の実現 

長期にわたり陸上を遠く離れて航海する船舶で就労する船員の労働を海運事業者がリアルタイ

ムで管理できるよう、ウェアラブル端末等の最新機器により船員労働を記録するシステムを構築す

るための実証実験を行い、その効果を検証する。 
 

リアルタイムで労務管理

最新機器により船員労働を記録

［海運事業者］

船員個々の労務負担を明確化し、事業者による労働時間の適正管理を促進
船員の労働時間削減により、海上輸送の生産性が向上

 

 

 

（２）内航船の省エネ格付け制度の構築 

要求額 １０百万円（新規） 

 

船舶の企画・設計段階で革新的省エネ技術（ハード対策）と運航・配船の効率化（ソフト対策）の効果

を「見える化」する内航船「省エネ格付け」制度の構築により、省エネ・省 CO2 装置の導入・普及を促進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H29 年度 

格付け制度を暫定的に運用し、

省CO2 船舶のデータを収集 

海運事業者
等

海事局

申請(任意)

省CO2効果

に応じ☆を
付与

H30 年度 

以下の調査を実施。 

 暫定運用から得られるデータを分析、

より客観的な指標の調査・検討 

 認証スキームの調査・検討 

 インセンティブ制度の調査・検討 

 海外や他分野の評価制度の調査 

客観性・公平性が確保された格付け制度の構築 

H31 年度 

本格運用 

高い格付けの省CO2 

事例を公表し、他の事

業者への普及を促進 
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安定的な海上輸送の確保、我が国海事産業の活性化及び国際競争力の強化を図っていく上で、船舶

運航技術の高度化に対応した船員、顧客の多様なニーズに応える設計や新船型開発を行う造船技術

者、造船の現場を支える技能工など、海事産業における優秀な人材の確保・育成が重要な課題となっ

ている。 

このため、海洋立国日本の要として次世代の海事産業を担う海事人材の確保・育成を推進する。 

 

（１） 独立行政法人海技教育機構経費 

要求額 ８，５１３百万円（前年度 ７，４４０百万円） 

 

海運業界の多様なニーズや船舶の技術革新等の動向も踏まえ、教育内容の高度化や養成定員の拡

充を図りつつ、我が国最大の船員養成機関として学科教育と練習船による航海訓練を通じた一貫教育

や商船系大学等の他の船員養成機関の学生に対する航海訓練を通じ、優秀な船員の養成を着実に進

める。 

 

＜船員養成実施体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 次世代を担う海事人材の確保・育成 
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（２） 船員の確保・育成体制の強化 

要求額 １９６百万円（前年度 １７６百万円） 

 

○ 船員雇用促進対策事業費補助金 

我が国海上輸送の担い手である船員の確保・育成、雇用促進を図るため、若年船員の安定的な

確保・育成等に向けた諸施策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 船員離職者職業転換等給付金 

漁業をめぐる国際環境の急激な変化の影響による減船に伴い離職した船員に対して、船員への

再就職の促進及びその生活の安定を図るため、船員離職者職業転換等給付金を支給する。 

 
  
 
 
 
 
 

 

 

○ アジア地域における船員養成の支援等 

アジア地域の船員教育を支援し、教育の質を向上させることにより、優秀なアジア人船員の養

成・確保を図るため、アジア地域の船員教育機関の教官に対する研修を実施する。 
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（３） 造船業における人材の確保・育成 

要求額 ９０百万円（前年度 ８７百万円） 

 

造船業の持続的な発展と地域経済・雇用の拡大を図るため、我が国造船業を支える開発技術者や

現場技能工の確保・育成に資する造船教育体制の強化に取り組むとともに、緊急的な時限措置とし

て受け入れている外国人材の適正な監理を実施する。 

 

 

 

○ 造船の世界シェア3割の獲得（生産量7割増）による輸出拡大と地方創生を目指す「海事生

産性革命（i-Shipping）」を実現するためには、現場生産性の向上等に加え、人材の確保・

育成が不可欠。 

○ 造船業の成長に対応し、造船集積地域での工業高校等の造船コースの創設及び機械科カリキ

ュラムへの造船工学の取入れ等の検討が進められているが、専門教員の確保がボトルネック。 

○ 若手教員の専門的指導力の維持・向上に係る研修制度を検討・構築させることにより、造船

教育の充実を下支え。 

 
 

 

 

 
○ 持続的な人材確保・育成体制の構築 
  ・教育内容の更新・充実と造船教員の養成 

  ・産学ネットワークの構築 

○ 緊急的な人材確保  
  ・外国人材の受入と適正な監理 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

取組 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

1．地域中小造船が連携したインターン

シップの推進 

      

2．工業高校等の造船学科向けの新教材

の作成 

      

 

3．造船教員の養成プログラムの構築 
 

      

 

4．外国人材の適正な監理の実施 
 

      

 
 

モデル事業 
実施 

背 景 

取組内容 

・研修教材
の作成 
・研修の実
施及び検証 

ガイダンス 
作成 

（産学/ 地域による主体的な取組み） 新教材の 
作成 

・カリキュラム 
作成 
・運営体制検討 
 

巡回指導、 関係者に よる協議会の運営 等 

成  果  の  普 及 

ぎょう鉄（鉄板曲げ加工） 

造船教育を行う高校 

下関工科高校 

長崎工業高校 

須崎工業高校 
今治工業高校 

課 題 

H28.4 造船コース創設 

多度津高校 

H29.4 造船コース創設 

溶接 設計・開発 

◎この他、機械科のカリキュラムへの造船工学の 

取り入れ準備を進める工業高校等が複数存在 
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海上安全・環境対策に関し、海上人命安全条約（SOLAS 条約）等に基づく国際ルールに的確に対応

するとともに、技術進歩や社会状況の変化を踏まえた国際海事機関（IMO）等における新たな国際ルー

ルの策定を主導し、国際海運の安全確保や船舶からの環境汚染の防止への貢献、優れた技術を有す

る我が国海事産業の国際競争力の強化を図る。 

 

（１） 硫黄酸化物（SOx）の排出削減に向けた取組み 

要求額 ９５百万円（前年度 １４百万円） 

 

船舶の燃料油に含まれる硫黄分濃度を現状の 3.5％以下から 0.5％以下とする国際的な規制強化

（2020 年開始）に、海運事業者が円滑な対応を図りつつ、船員の就労環境改善や運輸部門からの温室

効果ガス排出量増加を抑制することが可能となる方策に関する調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

 

                                

 

 

 

（２） 危険物・特殊貨物の海上運送における安全対策 

要求額 ２０百万円（前年度 ５百万円） 

 

平成28 年７月に国際海上輸出コンテナ総重量確定を義務付ける改正SOLAS 条約が発効するなど、

荷送人の適格性を担保するための対応が求められている中、安定的な国際海上輸送を確保するため、

国内外における危険物等の海上運送に係る実態把握や規制方策の改善に向けた検討を行う。 
 

 

・国内外のコンテナ総重量・危険物等の海上輸送 

に係る実態調査 

 ・海上輸送の規制方策の改善検討 等 

 

 

 

 

４． 国際基準等を踏まえた総合的な海上安全・環境対策の推進 

良質な燃料油に切り替える場合の 

課題、利点を明確にする調査を実施 

スクラバーの小型船への搭載に係る 

調査、実証を実施 

良質な燃料油への転換を促進

し、船員の就労環境を改善 

搭載可能な船舶を増加させ、燃料費の運賃

転嫁を押さえることにより、陸上輸送への

逆モーダルシフトを防ぎ、運輸部門からの

CO2 排出量増加を防止 

 

CO2
NOXSOX

LNGは、石炭、石油に比べSOXだけ
ではなく、NOX、CO2も大幅削減

0

50

100

0

50

100

0

50

100

LNG
100 125

25

140

80

40

~ 石炭

石油

100140

100

0

IEA: Natural Gas Prospects to 2010 Natural Gas Prospects and Policies

100

手段１ 燃料油 手段２ スクラバー（排ガス洗浄装置） 手段３ LNG

硫黄分
0.5%以下

従来のC重油を使い、船上で
排ガスを脱硫

・燃料費は安いが、装置が高価
・装置が大型・重量物であるため、
搭載は大型船舶に限られる

・価格見通しが立ちにくい
・需要に見合う供給量が必要
・品質のあり方に検討が必要

・LNG燃料船の建造価格が高い
・既存船での対応は困難
・陸側のLNG燃料供給インフラの整備
はこれから

標準的な講習科目・ 

安全認証制度等の検討 
荷送人等の貨物取扱、 

教育訓練状況の把握 

裾野の広い国際海上輸送の関係者のレベルを向

上させるとともに、国内外に向けて、先進的な取組み

の普及啓発を図る。 
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（３） 内航旅客船に対する損傷時復原性基準の強化に関する検討 

要求額 ３０百万円（新規） 

 

平成 24 年１月に発生した大型旅客船「コスタ・コンコルディア号」転覆事故を受けて、国際海事機関

（IMO）において外航旅客船の復原性基準の強化※が決定されているところ、原則として内航旅客船にお

いても外航旅客船と同等の安全を確保することが必要であることから、基準強化の影響等を検証しつ

つ、内航旅客船の設計等を踏まえた適切な規制のあり方の検討を行う。 

 
※ 平成32 年1 月1 日以降の新造船契約が締結される外航旅客船を対象に、座礁・衝突等による損傷箇所からの浸

水が発生した際における、船舶の転覆・沈没を防ぐ構造基準を強化 
 

大型旅客船「コスタ・コンコルディア号」転覆事故

発生日時： 平成24年1月13日22時頃（現地時間）
発生場所 ： イタリア ジリオ島付近
乗員乗客 ： 4,299人
死者： 32人
事故原因：

不適切な操船
浸水によるエンジンや電気設備の停止
浸水による船のバランスの悪化

船舶が損傷を受けて浸水した場合に、転覆・沈没せずに
残存する確率に関する基準を強化

内航旅客船も外航旅客船と同等の安全性を確保

IMOで損傷時復原性基準の強化を決定※

外国の旅客船

※対象は外航旅客船

我が国の内航旅客船の特徴を踏まえた基準を検討

日本の旅客船
 

 

（４） 危険物質及び有害物質を輸送する船舶の事故補償対策 

要求額 ２０百万円（新規） 

 

船舶が輸送する危険物質及び有害物質（Hazardous Noxious Substances：LNG、LPG 等）について、海

難事故による損害賠償等について定めた HNS 条約※が国際海事機関（IMO）において策定されており、

EU 諸国等で条約締結の機運が高まる中、我が国が LNG 等の有数の輸入国であることや LNG 等の貿

易量の増大に伴い LNG 等の輸送船が急増していることを踏まえ、条約締結に向けた必要な検討を行

う。 

 
※ 2010 年の危険物質及び有害物質の海上輸送に関連する損害についての責任並びに損害賠償及び補償に関する

国際条約 
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（５） 船舶への情報伝達の迅速化 

要求額 ２１百万円（新規） 

 

船舶へのミサイル発射情報の提供については、防衛省からの連絡を受けて内閣官房が送信するメ

ールを国土交通省が自動転送するとともに、メール受信環境のない船舶である場合はFAXでの情報送

信となるが、FAX による送信についても自動送信機能を付加し、情報提供の迅速化を図る。 
 

 

メール受信環境
のある船舶

船舶

国
土
交
通
省

平成３０年度

自動送信機能を付加

防
衛
省

内
閣
官
房

メール

メール ≪自動転送≫

ＦＡＸ

情報伝達の迅速化

≪手動送信≫

 
 

 

（６） 検査・監査等執行体制の強化 

要求額 ６８９百万円（前年度 ５５８百万円） 

 

船舶検査、運航労務監査、運輸安全マネジメント、PSC 等のハード・ソフト両面での効率的・効果的な

実施を通じて、船舶の安全対策を強化する。 

 

○運航労務監査実施体制の整備 

○運航労務監理官の効率的・効果的業務執行のための研修

の実施 
○海事分野における運輸安全マネジメント評価の実施 

海上輸送・船舶の安全性確保 ・ 安全・安心な海上交通の実現 

○海技士等国家試験の実施 

○海技免状等の発行、管理等の免許関係事務実施体制の

整備 

○ＰＳＣ実施体制の整備 

○外国船舶監督官の効率的・効果的な業務執行のための 

研修の実施 

 

○船舶検査・測度実施体制の整備 

○検査官等の効率的な業務執行のための研修実施 

○放射性物質等の海上輸送の安全性向上 
○船級協会の登録審査及び監査の実施 

運航労務監査 ・ 運輸安全マネジメント 

検査・監査等執行体制の強化 

船舶検査等 

ＰＳＣ（ポートステートコントロール） 海技資格制度 
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海洋国家として、広く国民一般を対象に、「海の日」を活用しつつ、海への理解の増進を図るとともに、

海事産業を担う次世代の人材の安定確保に向けて、主として小中学生を対象とした海洋教育の推進を

図る。 

 

（１） 海洋教育推進モデル実証事業 

要求額 ２０百万円（前年度 １１百万円） 

 

全国各地の初等中等教育レベルにおいて海洋教育を実践するため、海洋教育プログラム（指導計

画・教育内容）を実証する場として設定したモデル地区に協議会を設置し、当該モデル地区内の学校に

おける海洋教育の支援等を行う。 
 

【施策内容】 
  ・学校に対する教材、資料、講師派遣、見学施設の提供 
  ・教員に対する研修の実施 
  ・教育プログラムの実施状況に関する実態把握 

（モニタリング）の実施等 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 海の日を活用した海事振興の推進 

要求額 ２０百万円（前年度 １０百万円） 

 

四方を海に囲まれ、エネルギー資源を海外に依存している我が国において、「国民が自身の問題と

して海洋との関わりを意識し、海洋国家としての意識をもって社会参画を行う。」という国民の海洋に関

する理解の浸透を図るため、関係者の取組みを前提に、全国各地域で国民各層の海洋に関する理解

を深めるための活動への参画を促進する仕組みを整備する。 

 
【施策内容】 

・各関係者の意識の共有化と国民への訴求効果を高めるための関係者への研修の実施 

・各関係者の取組みと地域住民をつなぐコーディネーターの養成 

・幅広い関係者等による地域における活動の連携・連動・協働のための枠組みの形成の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

５． 海事振興 
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 ＜関連事項＞                                

 

（１） 離島航路の確保維持による地域の活性化（地域公共交通確保維持改善事業） 

【関連施策（総合政策局）】 要求額 ２８２億円の内数（前年度 ２１４億円の内数） 

 

離島航路は、離島に暮らす住民にとって、日常生活における移動や生活必需品等の輸送のために

不可欠の交通手段であり、その維持・確保を図るため、唯一かつ赤字の航路への運営費等の支援を行

う。 

 

 

 

 

 

（２） 訪日外国人旅行者の受入環境整備を通じた旅客船事業の活性化 

（訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業） 

【関連施策（観光庁）】 要求額 ８８億円の内数（前年度 ８５億円の内数） 

 

訪日外国人旅行者数2020 年4,000 万人等の実現に向けて、訪日外国人旅行者がストレスなく快適に

観光を満喫できるよう、観光地までの移動円滑化等を図るため、旅客航路の受入環境整備を支援す

る。 

 
 

 

 

 

 

 

       ・無料Wi-Fi の導入            ・交通系IC カードの導入            ・企画乗車船券の導入  

 

・船内座席の個室寝台化   ・大型手荷物スペースの確保    ・ホームページの多言語化 ・案内標識等の多言語化   

１．離島航路運営費等補助金 

  ・補助対象：唯一かつ赤字の航路 

  ・航路の欠損に対し、見込額の２分の１を支援             

２．離島住民運賃割引補助 

  ・補助対象：唯一かつ赤字の航路 

・地方バス運賃までを下限として、協議会の決定による離島

住民運賃割引費用の２分の１を支援 

３．離島航路構造改革補助金 

  ・補助対象：唯一かつ赤字の航路 

 ・効率化船舶の導入等のための船舶の代替建造費用を支援 
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（３） 我が国海事関連技術の海外展開の推進 

【関連施策（総合政策局）】 要求額 １９億円の内数（前年度 １４億円の内数） 

 

○ 海洋開発関連技術の海外展開の推進 

現地政府・企業のニーズや技術的実現可能性、採算性、事業上の優位性などについて調査・分

析等を行い、官民連携の下で、日本企業の海洋開発関連技術の海外展開を推進する。 

 

○ 海事分野における情報通信技術等新技術導入に向けた認証制度構築事業 

IoT・ビッグデータ等の新技術を活用した船舶・舶用機器の安全性能等を認証する制度の創設に

向けた調査を行い、日本企業の技術・サービスの海外展開を推進する。 

 

（４） 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経費 

【関連施策（総合政策局）】 要求額 ５８億円の内数（前年度 ５３億円の内数） 

 

海上輸送の安全確保及び環境負荷の低減や海洋開発の推進、海上輸送を支える基盤的技術開発等

に取り組むとともに、研究機能を強化するための実験施設の更新等を進める。 

 

（５） 船舶共有建造制度による代替建造の促進 

財政投融資計画要求額 １７０億円（前年度 １４８億円） 

 

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構による低利・長期の資金供給等を通じて内航海運のグリーン

化に資する船舶や離島航路に就航する船舶等の建造を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 内航海運暫定措置事業等の着実な実施による内航海運の活性化 

政府保証契約の限度額の設定 １８９億円（前年度 ２１８億円） 

 

内航海運暫定措置事業等の実施に必要な資金の一部について政府保証を行う。 

   

 

（７） 特定保険者交付金交付契約の締結によるイラン産原油を輸送するタンカーの運航支援 

特定保険者交付限度額 今後の国際水準等により設定（前年度 １７兆５，９０４億円） 

 

EU 等による対イラン措置により再保険を受けられないイラン産原油を輸送するタンカーについて、再

保険相当額を保険者に対し政府が交付する契約を締結するための前提となる限度額を設定する。 

平成27年度を 
もって終了    
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（この冊子は、再生紙を使用しています。）


